
施策 実績 課題 今後の取組み

（１）内部被ばく検査測定器の導入と検査の実施
・内部被ばく検査の検査率は約６割
・青森、広島、長崎等で検査可（要予約）
・町が実施する検査は同時に実施可能

・検査率の向上。特に県外
・県外の検査機関の確保
・県が実施する検査は同時に実施不可

・県でも移動式（バス）ＷＢＣによる検査を６月末から実施
・町から検査の案内を出す
・要望を継続

（２）甲状腺検査の継続的実施
・未検査者の解消
・県外検査機関の確保

・検査の継続実施
・県に郵送先データを提供

（３）健康診断等の検査機会の確保及び検査項目の拡充
・原発避難者特例法による乳幼児及び妊
婦健診の実施
・全国で県民健康管理調査を実施中

・県外の妊婦健診は情報が入ってこない
と、対処できない
・検査率の向上
・県外検査機関の拡充

・引き続き、出産の際に避難先自治体への連絡を実施する
・引き続き、県内の乳幼児及び妊婦への訪問や妊婦のメン
タルケアを実施する
・各県への要請をおこなう

（４）生涯にわたる健康管理のための手帳の作成
・浪江町健康手帳を２１，２１２人に配布
・仮設住宅等で記帳の説明会を実施。２５
回、８００人参加

・借上げ住宅入居者等への記帳の啓発

・検査結果等の通知に啓発チラシ等を同封し、継続的に啓
発を実施
・ＷＢＣ等の検査の際の、検査結果の記帳の説明・啓発を
継続的に実施

（５）専門家による健康管理相談機会の充実 ・健康管理調査委員会を５月に実施 ・県との体制の構築が課題
・健康管理調査委員会（第２回）を7月末に実施予定。
・委員会の結果等を踏まえて、弘前大学と連携して講演会
等の実施を検討

（６）町民の命を守る健康管理、医療保障の法制化の実
現

・医療保障の法制化実現に向けた国への
要望を実施中
・県で１８歳以下の医療費無料化を実施中

・双葉郡、県との連携
・小学校の段階では自治体間の差がある
・転出者は医療費無料化の対象外

・要望を継続して実施

（１）全世帯への放射線量計の配布による町民の放射線
管理体制の構築

・全世帯に線量計を配布済み
・６月より点検（校正）を実施（毎年）
・希望者に個別対応（メーカーフリーダイヤ
ル）
・仮設住宅での説明会開催（６月５日より）

・仮設住宅での業者による回収、点検（校正）の実施

（２）放射線に対する科学的見解の周知（多様な見解を尊
重）

（３）子育て世代のための学習会の開催

・浪江小中で、ＰＴＡ総会や授業参観後に
説明を実施
・県の副読本「心と体の健康サポートブッ
ク」を未就学児童の世帯に７５０部配布
・Ｈ25.4、国の「資料名確認」を浪江小中で
在校生に配布

・浪江小中以外で生徒への配布状況が不
明
・購入するのであれば、予算が必要

（４）食品検査体制の整備、充実（復興に向けて）

・上竹倉庫で、国から１台、県から５台の機
器を使って、検査を実施中
・臨時職員５名、担当係職員が検査技術者
の研修会（月に１回）に参加

・７月から町内で検査を実施。新たな機器
導入予定。（既存検査機３台を移設、ゲル
マニウム検査機１台増設）
・浪江町内での検体が増えることが予想さ
れるため、検査員の増員を含め、検査技術
者の育成、強化が必要

・現在の体制から更なる検査体制の拡充を検討
・職員の研修参加を更に増やす

資料　進２－２　政策分野における施策一覧（健康管理分野）

１．（５）と同内容のため、省略

１．全町民の放射線による健康被害の未然防止、健康不安の軽減

２．放射線に対する理解の向上～正しく理解し、対処する～



施策 実績 課題 今後の取組み

（５）学校教育における放射線不安の低減、正しい知識の
獲得

・浪江小中ではカリキュラムの一部として放
射線教育を実施

・浪江小中以外、特に県外の学校での放
射線教育の実施状況が不明
・出前講座制度の理解度が低い
・講師謝金しか該当しないため、他制度の
活用が見られる

・浪江小中については、現在の取組みを継続
・県での取組みを広報を通して周知する
・出前講座を継続して実施する
・出前講座の制度を広報を通して周知する

（１）健康指導体制の強化、確立

・Ｈ２４．１０に保健師２名採用
・Ｈ２５．４に看護師１名採用
・日赤、ひらた、常磐病院と協定締結し、連
携

・広範囲な非難に伴う業務量の増加
・連携機関の拡大
・連携機関の１年目の無償支援終了後の
継続、経費負担

・保健師、看護師が専門分野で力を発揮できるよう、事務部
門の支援体制の整備を検討
・引き続き、連携機関の拡大を模索
・県外については、県に要望

（２）メンタルケアの継続的な実施、充実

・Ｈ２４.１０に１名採用（直接メンタルケアに
関わっていない）
・県内仮設、借上げ定期巡回
・ＨＰや広報紙での情報提供

・職員採用検討
・関係機関等との連携
・看護士の不足（募集しても集まらない）
・借上げの巡回が年に１回程度が限界

・社会福祉士、精神保健福祉士等が専門分野で力を発揮で
きるよう、事務部門の支援体制の整備を検討
・看護師の人員増強の検討
・ＨＰでの情報提供の強化をおこなう

（３）健康維持のための運動、体操の実施

・サポートセンターは、介護だけではなく、
子どもから高齢者まで幅広い活動、交流の
場となっている
・サポートセンター５ヶ所で実施中
・仮設住宅ラジオ体操等を一部実施

・仮設住宅敷地内にある性質上、介護保険
制度に特化した事業対象者を集客すること
が課題
・介護職および事務職の人員が不足してお
り、介護「予防」事業が実質的にできていな
い
・関係団体との連携、費用負担
・健康づくりサークル等への支援検討

・介護予防事業の実施に向けて具体的な体制（人員）強化
策の検討をおこなう
・事業者との打合せの強化
・ボランティア団体等との連携を強化する
・自治会活動の自主活動へと移行できるよう啓発
・自主的に集まる場の情報提供をおこなう

（４）生きがいづくりによる健康で文化的な生活の確保

・仮設３０自治会、借上げ１７自治会を設置
・パークグラウンドゴルフなどの実施
・芸能祭の再開検討（今年度実施で調整
中）
・生きがいづくり活動を広報紙などでＰＲ

・これまで活動していた方の参加にとどま
り、新たな方の参加が少ない（活動の先細
りが懸念される）
・役場からの一方的な情報発信だけでな
く、町民のニーズを知りたい

・3/11の復興祭を充実させるため芸文協などとの協議を進
める
・町民協働の進行管理などの場で、町民との対話を実施

（５）食生活改善の啓発活動等の実施
・Ｈ２５．４から仮設で味の素の健康相談会
を実施

・関係機関との連携
・健康料理教室の開催

・７月からは仮設訪問の際に栄養士も同行
・借上げも南相馬やいわきで実施予定
・新潟大で実施する健康相談に食生活改善等も含む（食生
活改善限定ではなく、健康管理の一部分として包括的にケ
ア）

（１）短期的な取組みの継続的実施 ・継続して実施 ・健康教室等の継続実施 ・継続して実施

（２）町外コミュニティでの医療・福祉環境の方向性

・町外コミュニティ職員研究会、政策調整会
議、政策調整会議幹事会、郡内介護保険
担当者会議にて広域的な課題の協議
・南相馬市個別部会、二本松市個別部会

・災害公営住宅の仕様や建設位置
・入居基準の詳細が未定
・南相馬市及び二本松市との個別部会は
順次開催
・いわき市との個別部会開催は未定

・政策調整会議で検討を進める
・他の担当課も含めて会議体を設置する

（３）ふるさとなみえでの医療・福祉環境の方向性 ・検討中
・政策調整会議で検討を進める
・国県担当課と継続協議

　４．中長期的な医療・福祉環境の再生に向けて

３．避難生活に伴う健康悪化の防止


